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障が い者 の キ ャ リア形成

大 窪 久 代

概要 キャリア形成というと,そ の主体はいわゆる健常者,障 がいのない人を前提として語

られることが多いように思われる。 しかしながら,障 がいのあるなしにかかわらず,働 く,

キ ャリアを形成 していくことは全ての人にとって権利であり責任でもあるという点に立っ

て考えてみた時,障 がいのある人,障 がい者をどのように捉えるべきか,そ のキャリアをど

のように考えるべきか,検 討 しなければならないところのものであると思われる。また,障

がい者,健 常者は常に障がい者,健 常者ではない。障がい者は健常者になる可能性 も,健 常

者から障がい者になる可能性もある。その 「人」は変わる。このことをキャリア形成におい

て,ど のように理解 したらよいのか,本 稿は障がい,障 がい者といわゆるキャリアとの関連

における問題提起を試みるものである。

Abstract While the importance of career education is becoming increasingly 

recognized across all types of educational institutions, such career education and general 

career design and formation are typically discussed based on the assumption that the 

targets are people without disabilities. However, career formation and work are the 

rights and responsibilities of all people, regardless of their disabled or non-disabled 

status. Investigation is required regarding how to perceive people with disabilities and 

their careers. Furthermore, disability status can change as people with disabilities 

become non-disabled and people without disabilities become disabled; namely, the 
"
person" changes. Understanding these changes is an issue for career formation. This 

manuscript presents issues regarding the relationship between" career" and disabilities 

and people with disabilities.
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1.は じ め に

キ ャ リア教育 とい う教育 が各教育機 関において盛 んにその重要性 が説 かれてい る今 日で

あ るが(1),キ ャ リア教育 あ るい は一般的 にキ ャリアデザイ ン,キ ャ リア形成 とい うと,そ

の主体 はいわゆ る健 常者,障 がいのない人 を前提 として語 られ ることが多い ように思 われ

る。 それは,障 害 のあ る人は就職 時に障害 の影響 が最 も大 きいため,キ ャ リア発達 の視 点

を必 要 としない,キ ャ リア行動 は能力 や価値観 やパー ソナ リテ ィではな く,障 害 その もの

の特性 で決定 され る,キ ャ リアの選択肢 は極 めて限 られてい る,キ ャ リア発達 は遅 れてい

るか停滞 してい る,偶 発的 な機会の影響 を受 けやす い,と い った ことがその理 由 とされ る。

しか しなが ら,障 がいのあ るな しにかかわ らず,働 く,キ ャ リアを形成 してい くことは

全 ての人 にとって権利 であ り責任 で もあ るとい う点に立 って考 えてみた時,障 がいのあ る

人,障 がい者 を どの ように捉え るべ きか,そ のキ ャ リアを どの ように考 え るべ きか,検 討

しな ければな らない ところの ものであ ると思 われ る。 また,障 がい者,健 常者 は常 に障が

い者,健 常者 ではない。 障がい者 は健常者 にな る可能性 も,健 常者 か ら障がい者 にな る可

能性 も決 して否定で きない。 その 「人」 は変 わ る。 この ことをキ ャ リア形成 において,ど

の ように理解 した らよいのか,本 稿 は障がい,障 がい者 といわゆ るキ ャ リア との関連 にお

ける問題 提起 を試 み るものであ る。

2.障 が い,障 が い者の捉え方

障がいをどのように捉えるか,こ れまでの議論の中心的なものとして障害個性論,発 達

保障論をまず挙げる見解がある(2)。障害個性論は,障 害は人間の個性の一つであるから,

それをあるがままに受容するのが正 しいと主張し,障 害を治療 したり,軽 減しようとした

りするのは,障 害者を健常者 に近づけようという考えからくるものであり,こ れは,こ の

世界に障害者の存在することは許 さない,優 生思想の実践化に他ならない,と 考え,自 身

の障害を軽減するというよりは,社 会の障害をな くしてい くということに重きを置 く。発

達保障論は個人がもつ障害の軽減のための機会,手 段,方 法の問題 とし,障 害をできるだ

(1)中 央教育審議会2011.1「 今後の学校におけるキャリア教育 ・職業教育の在 り方について」(答

申)、キャリア教育における外部人材活用に関する調査研究協力者会議2011.12「 学校が社会と協

働して一・日も早 くすべての児童生徒に充実 したキャリア教育を行 うために」など参照。

(2)要 田洋江1999『 障害者差別の社会学』106、129頁 岩波書店。本稿において、障害、障害者の

害が、害とがいが混在する。これはなるべく当該見解などの表記に基づこうとするところによる。
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け早期 に発見 し,そ れを早期療育 につないで,障 害 の軽 減をはか ることを重視 す る。 これ

らの見解 に対 し,上 記議論 は我 が国にお ける養護 学校 の位 置付 けをめ ぐる見解 の相違 にあ

るが,こ れを障害 を もつ人 々の肯定 的アイデ ンテ ィテ ィ確立 の問題 として,障 害 の程度 に

変化 はあ った として も,少 な くとも一生 を障害 とともに生 きてい く障害 を もつ人 々に とっ

て,障 害 を どの ように捉え ることが,肯 定 的アイデ ンテ ィテ ィ確立 のために望 ま しいか,

とい う視点で考 えるべ き と主 張す る見解 もある(3)。さ らに この見解 は,障 害,障 害者 の定

義 について3つ の レベルが あると指摘す る。人 々が生活経験か ら得た,社 会相 互場 面で用 い

る知識 や方法 であ るところの 日常生 活 レベル,主 に医学,教 育 学,心 理 学にお ける専 門的

知識 レベル,社 会政策 ・法 の枠 組みにお ける制度 レベルでの障害,障 害者 の概念 であ る。

特 に,制 度 レベルで の概念 は障害者本人の生活 に重大な影響 を与え る。障害 の状 態を不治,

固定,永 続 と狭 く限定 す る障害 の定義 は 「病気」 と 「障害」 を明 らかに区別す るもので,

治 療 可能な人 々のみが治療 を行 う医療制度 の対象者 とな り,治 療不可能 な人 々は,生 活の

面倒 を見 る福祉 制度 の対象者 とな るとい う,医 療制度 と福祉制度 とが機能 を分離 した互 い

の交 流を持たない システムを構築 させた,と 指摘 す る。

障がい とは何 か について,WHOは,1980年 に国際障害分 類初版ICIDH:lnternational

ClassificationofImpairments,DisabilitiesandHandicapsで,impairmentは 心 理的,

生 理的,解 剖 的構造 あるいは機能 の欠損 また は異常 を指 す医学的概念 として,disability

はimpairmentに 起 因す る能力障害,人 間 として正 常 と考 え られ る活動 を遂行 す る能力 の

制限あ るいは欠如であ り,handicapは,impairmentとdisabilityに よ って もた らされた,

年 齢 ・性 ・社会 的文化 的条件相応 の正 常な役 割の達成 を制 限 し阻害 す る不利,で あ るとし

てい る(4)。これに対 して,障 害者 の問題の原因は機 能障害 にあ るのではな く,社 会的障壁,

社 会 的剥奪 にあ ると主 張す る 「障害 の社会 モデル」 が提 唱 され,障 害 は個 人的悲劇 であ る

とす る見方 を批判 し,教 育,雇 用市場,公 共 的施設 への物理 的ア クセスにおいて社会 が障

害者 を差 別 して きた とす る見解 があ るが(5),「機 能 ・形態 障害」(lmpairment)と は 「機能

障害」 と 「形態障害」 とを合 わせ た名称 で,「 機能障害」 とは,た とえば脳卒 中や脳性 まひ

な どの病気 か ら生 じて くる,麻 痺(ま し,手 足 が思 うように動 かせない こと)や 言語 障害

とい った こと,一 方,「 形態 障害」 とは手足 の切 断,あ るいは手足 や臓器 の一部 の欠損(た

とえば生 まれつ きの心臓 の奇形)な ど,今 までは こうい う 「機能 ・形態障害」が障害 だ(そ

れだ けだ)と 理解 していた ことが多か った,特 に医学関係者 は 「機能,形 態障害」 だけが

(3)前 掲 書106、198～205頁 。

(4)石 川 准 ・倉 本 智 明編2011『 障 害 学 の主 張 』 明 石 書 店22、23頁 。

(5)前 掲 書27頁 。
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障害 だ と考 えてい る場合 が多 く,ま た法律(身 体 障害者 福祉法 な ど)や 行政 もそ うい った

考 え に強 く影響 されて きたが,そ うではな く,障 害 とは もっと広 い意 味を もつ ものだ,と

い うことをは っきりさせたのはICIDHの 功 績 とす る見解が ある(6)。さ らにこの見解 は「能

力 障害」(Disability)と は,歩 くことが困難,字 が書 けな い,職 業上 に必 要な能力 を失 っ

て しまったな どの,広 い意 味の生 活の上 で必要 な行為 の 「能力」 が低下 した状 態で,し か

しそれだ けではな く,ICIDHは さ らに 「社会的不利」(Handicap,ハ ンディキャ ップ)も

「障害」であ るとし,こ れ は職 を失 う,経 済的に困難 にな るその他 い ろい ろな形 の社会参加

がで きな くな ること,ま たその結果 として家庭 内にいろいろな もめごとが起 こるとい った,

さ まざまな,広 い意 味での社会 的な問題,こ れを含 めて障害 を3つ の レベルか らな るもの

として とらえた とい うのは,非 常 に広 い ものの見方 と評価 され る。

その後ICIDHの 改 訂版 として,障 害者 に関す る専 門家,障 害者 自身,そ の家族 な ど,

様 々な人 の 「共通言語」 として大 きな意義 を持 つ といわれ る障害分類 を2001年 国 際生 活機

能分 類ICF:lnternationalClassificationofFunctioning,DisabilitiesandHealthが 出 さ

れた。ICIDHは 機 能 障害 と社会 的不利 に関す る分類 であ ったが,ICFに お いては,単 に

心 身機 能の障害 による生 活機 能の障害 を分類 す るのではな く,活 動 や社会参加,そ れに影

響 を及 ぼす環境 因子を も入 れて分類 してい るが,そ の障害 を捉 え る枠組 み として 「生物 一

心理 一社会モデル」 を採 用 し,医 学モデル と社会 モデル とい う対立 す るモデルの統合 を果

た した とされ る(7)。また,ICFは,従 来 の狭 い障害者 問題 の枠 を超 えたすべての人 々の経

験 をカバー しようとしてい る,す なわ ち障害 とはすべての人 間が もつ健康状 態の連続体 と

して捉え,障 害者 を他者 か ら区別 す る特徴 としてではな く,人 間の普遍 的な経験 として位

置づ けた ところに,そ の特徴が ある(8)。 な お,ICFは 第1部:生 活機能 と障害(a)心 身機 能

(BodyFunctions)と 身 体 構 造(BodyStructures)(b)活 動(Activities)と 参 加

(Participation),第2部:背 景 因子(c)環 境 因子(EnvironmentalFactors)(d)個 人 因子

(PersonalFactors)か ら構成 されている(9)。

また,障 害者 の福祉 とい う視 点か ら障がいを どの ように捉 え るかについて,次 のよ うな

見解 があ る。 障害 福祉 の 目的は,(機 能障害の軽減 を図 るサ ー ビスを活用す るとと もに),

(6)上 田敏2012「ICFの 理 解 と活 用 』9～10頁 。 国連 総 会1993でICIDHは 「TheStandardRules

ontheEqualizationofOpportunitiesforPersonswithDisabilities」 の 中 で も言 及 さ れ て い る。

(7)杉 野 昭博2007『 障害 学 理 論 形 成 と射 程 』48頁 東 京 大 学 出版 会 。

世 界保 健 機 関(WHO)2008『 国際 生 活 機 能 分 類 一国際 障 害 分 類 改 定 版 一」 中央 法 規 、 国立 特 別 支 援

教育 総 合 研 究所 編WHO2011『ICF一 障 害 の あ る子 ど もの支 援 を 中心 に 一』 ジ ア ー ス教 育 新 社 参

照。

(8)中 村 満 紀 男 ・四 日市 章 編2007『 障 害 科 学 と は何 か 」22頁 明 石 書 店 。

(9)障 害 者 福 祉 研 究 会 編2008『ICF国 際 生 活 機 能 分 類 」9頁 。
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機能障害が残 っても,活 動の能力 と本人の自信 ・意欲を高め,サ ービスを含む環境改善を

通 じて生 きがいとその人らしい社会参加を支援 しようとするものである。つまり病気 ・機

能障害 とそのほかのことの 「切り離 し」が目的である。 この目的達成,つ まり実態におい

て病気 ・機能障害 と社会参加や生 きがいを切 り離すには,ま ず観念において区別する必要

があるとし,障 害を構造的に理解する重要性を説 く。 これは,障 害現象を質 ・次元を異に

するい くつかの要素 とその関連 として,さ らに環境 との関係において捉え,あ る要素や環

境を変化させることによって他の要素又は障害現象全体を変化 させることができるという

意義がある。すなわち病気・機能障害がよくなって社会的役割が果たせるようになったり,

所属集団を変えてコミュニケーションがうま くとれるようになる,所 得が安定 して心身機

能がよくなる,生 活に自信がついて交通機関の利用がうま くできるようになる,訓 練や住

宅改造 によって入浴が自立 したりと,日 常的に観察 され,ま たそれほど意識はしないで活

用 されている理解でもある。そのような理解をより整理 し,よ り意図的に活用できるよう

にしようという試みが障害の構造的理解であり,い ままでは 「障害」 として森だけを見て

きたが,そ の中にある木をみて,そ れらの木のつながりを見て,全 体 として再び森を見 る

ことでもある。この見解は,障 害の構造的理解の代表例はICFで あり,こ れはすでにいろ

いろな形で活用 されてきたが,さ らにより効果的に活用すべ く,い ろいろな試行錯誤が続

けられている(10),としている。

3.障 が い者 の労働保障

障害者の置かれている実際の調査から,障 害者の人権 白書づ くり実行委員会は,全 ての

国民 に認められている基本的人権の侵害があるとし,障 害者の権利侵害を,そ の時代 と社

会の合理性の根拠を持たない偏見や固定的な障害者像からの解放される権利の侵害(憲法

11条,12条,14条 を中心 とする法の下の平等と基本的人権と自由を享受する権利の侵害),

可能な限り健康で文化的な生活を享受するために必要な配慮やサービスを受給する権利の

侵害(憲法25条 を中心とする社会権の侵害),可 能な限り通常の市民的な生活を選択す る権

利の侵害(憲法13条 を中心 とする自律権 ・幸福追求権の侵害)の3つ に分類 している(11)。

日本国憲法は 「個人尊重の原理 とそれに基づ く人権の体系」を 「最 も重要な基本原理」

として制定されたものでありながら,戦 後の憲法体制の下でも,障 害のある人は 「社会参

(10)鈴 木勉 ・田中智子編著2011『 新版現代障害者福祉論』高菅出版125～126頁 。

(11)障 害者の人権白書づ くり実行委員会編1998『 障害者の人権白書』4～7頁 。
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加と平等を保障する 『市民的自由』を享受 しえない状態」に置かれるとともに,「経済的生

活,就 労,社 会保障など」の経済的権利 も 「充分に享受 しえない状態」に置かれてきた,

と指摘 される(12)。障害のある人の生命は,旧 優生保護法による優生手術に関する規定にみ

られるように,不 良な子孫の出生を防止することを目的とした生命の選別 という論理に,

また身体的自由の制約 においてはハンセン病患者に対する強制隔離があり,こ れは日本国

憲法の基本原理 によれば到底容認できるものではな く,憲 法25条2項 の与えた 「文化」 と

いうイデオロギーが 「「彼 ら』=被 差別者の存在を覆い隠 してきた」ことが指摘され,そ の

意味で 「日本国憲法(そ してその解釈者たち)も また,ハ ンセン病者に 「劣等者』=「 非

国民』の烙印を押すことに加担していたのではなかったか」 という。精神障害者は,精 神

保健福祉法 においては措置入院,医 療保護入院など本人の同意を要 しない入院制度が規定

され,精 神科病院の管理者は入院患者に対する 「必要な制限を行 うことができる」などと

され,こ のような制度は,本 当に憲法上許容 されるのであろうかということを検証する必

要性,「患者の隔離による 「人の資格』の剥奪=人 生被害」をもたらしているとされる精神

医療の状況に関する検討の必要性,が 主張される。

「障害学」(13)が問題提起 したように,従 来,障 害のある人の問題は,障 害のある個人の

心身の損傷の問題であって,予 防 ・治療 ・リハビリテーションの対象であるほかは,障 害

のある当事者 自身が克服すべき問題であると捉えられてきた(個 人モデル ・医療モデル)

が,こ のような見解 に立てば,障 害のある人は,自 分 自身の責任によって社会参加ができ

ない存在であることが前提とされ,国 ・社会による積極的措置の対象 として把握 されるこ

ととなる。これに対 して,「障害」は,個 人の心身の損傷の問題ではな く,そ のような損傷

のない人を前提とした社会によって形成 されている社会的バ リアの問題である一 「障害」

は個人ではな く社会の側 にある一と捉えれば,障 害のある人を巡 る法的評価は一変せざる

をえない(社 会モデル)。このような見解に立てば,障 害のある人の参加を阻害するような

社会制度は,そ れ自体が国あるいは社会による 「差別」であるということとなる(14)。

また,こ れまでの通説 ・判例では憲法14条1項 は 「不合理な差別」のみを禁止するもの

であって 「合理的区別」は許容されるものと解され(15),その意味で,従 来の平等原則の背

景 には 「平等なものを平等に,不 平等なものをその特性に応 じて別異に取 り扱 う」 という

命題があったと指摘 し,こ のような命題 こそが,ど こか違 うところがある人は平等でな く

(12)植 木淳2011『 障害のある人の権利と法」 日本評論社157～159頁 。

(13)石 川准 ・倉本智明編著2002『 障害学の主張」明石書店。

(14)植 木淳 『障害のある人の権利と法」 日本評論社162、163頁 。

(15)金 城清子1996「 法女性学」 日本評論社111頁 以下。菊池馨実2011「 社会保障の権利」『21世

紀の社会保障法」 日本社会保障法学会編 法律文化社67頁
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ていい,と いうことを積極的に容認するような効果を生みだすもととなったと批判する見

解が主張されている。そして,こ のような立場は,上 記のような古典的な障害観 と相まっ

て,暗 黙のうちに,近 年では,憲 法14条1項 後段列挙事由(人 権 ・信条 ・性別 ・社会的身

分 ・門地)の 意義を重視 し,後 段列挙事由による区分に対 しては,厳 格度の高い審査基準

が適用 されるとする見解が支配的になっており,た とえば,性 による区分に関しては,憲

法14条1項 の下で厳格審査基準の適用対象となると主張されるようになってきている(16)。

さらには,憲 法14条 論が 「相対的平等」 という枠組から出発すること自体を疑問視 して,

「人間平等」の思想は,個 々人の条件や個性を捨象 して 「人間」というメルクマールの共通

性を重視することにあるとしつつ,「最広義の平等命題」は 「人の分類 とそれに基づ く別異

取扱いの禁止」 にあると解する見解が主張されるにいたっている。 このような議論は,障

害のある人に対する別異取扱いの問題を再考するうえで重要な意義があるものと思われる

(17),と の指摘がある。

働 く上で取得する必要がある職業上の資格,免 許,認 可制度において,障 がい者 との関

係では,法令による資格制限いわゆる欠格事由があり,これに関する検討がなされている。

障がい者は欠格事由により経済・職業生活に関する資格から排除されていた。「目が見えな

い者」「耳が聞こえない者」「口がきけない者」は絶対的欠格者であると規定 されていた。

このような中,1999年 障害者施策推進本部は欠格事由と障害者について,そ の基本的考え

方を次のように提示した。資格 ・免許制度又は業の許可制度において,資 格 ・免許又は業

の許可等の欠格事由として障害者を表す身体又は精神の障害を掲げている法令の規定,特

定の業務への従事,公 共的なサービスの利用等に当たり障害者を表す身体又は精神の障害

を理由に一般 と異なる制限を付している法令の規定,そ の他障害者を表す身体又は精神の

障害を理由としてこれらの障害を有するものに一般 と異なる不利益な取扱を行 うことを定

めた法令の規定(以 下 「障害者に係る欠格条項」という。)については,障 害者が社会活動

に参加することを不当に阻む要因とならないよう「障害者対策に関する新長期計画」(1993

年3月 障害者対策推進本部決定)の 推進のため,対 象となるすべての制度について見直 し

を行い,そ の結果に基づき必要と認められる措置をとるものとする。見直 しに当たっては,

1998年12月,中 央障害者施策推進協議会 より出された 「障害者に係 る欠格条項の見直 しに

ついて」を踏 まえ,現 在の障害及び障害者に係 る医学の水準,障 害及び障害者の機能を補

完する機器の発達等科学技術の水準,先 進諸外国における制度のあり方その他の社会環境

(16)金 城 、 前 掲 書118頁 以 下 。

(17)植 木 淳2011『 障害 の あ る人 の権 利 と法 」 日本 評 論 社163、164頁 。
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の変化を踏 まえ,制 度の趣 旨に照らして,現 在の障害者に係 る欠格条項が真に必要である

か否かを再検討 し,必 要性の薄いものについては障害者に係 る欠格条項を廃止するものと

する(18)。これを受け,「障害者等に係る欠格事由の適正化等を図るたあの医師法等の一部を

改正する法律」,「障害者等に係 る欠格事由の適正化等を図るための関係法律の整備に関す

る法律」が制定される。 しかしながら,改 正以前の医師法及び薬剤師法のこのような制度

は,憲 法14条 および憲法22条 に反するものではなかったか,憲 法学上その検討対象 として

取 り上げられることは少な く,改 正後 も医師法は 「心身の障害により医師の業務を適正に

行 うことができない者 として厚生労働省令に定めるもの」には 「免許を与えないことがあ

る」としてお り(4条1号),厚 生労働省令は 「視覚,聴 覚,音 声機能 若しくは言語機能

又は精神の機能の障害」 によって 「必要な認知,判 断及び意思疎通を適切に行 うことがで

きない者」を欠格者 としていることは問題 とされる(19)。

障害者の労働保障について,民 間企業における障害のある人の一般就業に関する障害者

雇用政策 においては,一 定割合の障害のある人を雇用することを事業者に義務づける 「割

当雇用制度」 と,法 定雇用率を達成できない事業主から金銭を徴収する 「障害者雇用納付

金制度」(20)によって展開されてきた。すなわち 「障害者の雇用の促進等に関する法律」で

は,事 業主 に対 して,そ の雇用する労働者に占める身体障害者 ・知的障害者の割合が一定

率(法 定雇用率)以 上 になるよう義務づけている(精 神障害者については雇用義務はない

が,雇 用 した場合は身体障害者 ・知的障害者を雇用 したものとみなされる)。法定雇用率は

「労働者(失業中の人も含む)の総数に占める身体障害者 ・知的障害者である労働者(失業中の

人 も含む)の総数の割合」を基準 として設定 し,少 な くとも5年 ごとに,こ の割合の推移を

考慮 して政令で定めるとしており,2013年4月 障がい者の法定雇用率(一 般企業1.8%)は

15年ぶ りに引き上げられ,一 般企業は2.0%,国 など公的機関は2.2～2.3%と なる。企業イ

メージの向上を狙い,障 がい者のための特別な配慮をした特例子会社を作 って積極的に雇

用する企業が増えてはいるが,2011年 度の平均雇用率は1.65%と 法定を下回っているのが

(18)内 閣府障害者施策http://www8.cao.go.jp/shougai/honbu/jyoukou.html。

(19)植 木淳2011『 障害のある人の権利と法」 日本評論社158、159頁 。大谷強2001「 障害者福祉

における平等保障」 日本社会保障法学会編 『社会福祉サービス法』法律文化社220、221頁 。

(20)割 当雇用制度についての問題指摘、立岩真也2001『 で きない ・と ・はたらけない 一障害者の

労働 と雇用の基本問題一』季刊 ・社会保障研究214頁 。平成24年 版 『障害者白書」内閣府111頁 。

なお、今回の法定雇用率の変更に伴い、障がい者を雇用 しなければならない事業主の範囲は従業

員56人 以上から50人 以上に変わる。なお、これらの制度の基本理念はノーマライゼーションの

理念、障害をもつ人を障害をもたない他の市民と同様に、社会生活上において一人の市民 として

の権利を保障するとともに、種々の分野の活動に参加できるようにしていこう、という理念に基

づくものである。中島正雄2001「 障害者の雇用 ・就労保障と社会保障法」日本社会保障法学会編

『社会保障法の関連領域 一拡大 と発展」法律文化社52、53頁 。
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実 情 で あ る(21)。

4.障 が い者 の労働者性

障がい者を労働者 という概念からみた場合,ど のように理解 されているだろうか。一般

的に労働者性 といえば,労 働法が適用対象 とする者 としてどのような範囲の者を適用範囲

とするかという視点か ら論議 されている。従来の見解が依拠する労働基準法研究会報告

(1985)に よれば,労 働基準法の労働者の判断は使用従属性による。使用 される=指 揮監督

下の労働という労務提供の形態および賃金支払という報酬の労務に対する対償性,す なわ

ち報酬が提供 された労務 に対するものであるかどうかによって判断される。 しかしながら

現実 には指揮監督の程度および態様の多様性,報 酬の性格の不明確 さ等から,具 体的事例

では指揮監督下の労働であるか賃金支払が行われているかということが明確性を欠き,こ

れらの基準によって労働者性の判断をすることが困難な場合がある。 このような限界的事

例 については使用従属性の有無,指 揮監督下の労働であるか,報 酬が賃金 として支払われ

ているかどうかを判断するに当たり,専 属度,収 入額等の諸要素をも考慮 して総合判断す

ることによって労働者性の有無を判断せざるを得ない,と されている。 これに対 し,労 働

法の対象とする労働者を,供 給 される労務の内容 と労務供給方法により限定 し,「指揮監督

(命令)下 の労働」に従事することを労働者性の基本的要件とすることに,合 理的な理由は

あるのだろうか,と いう疑問が提示されている(22)。従来,供 給 される労務の内容と労務供

給方法 に着 目し,自 己の 「労働力の処分権」を使用者に譲渡 し,使 用者の 「指揮監督(命

令)下 の労働」に従事することを,「労働者」の基本的な要件 として労働者の範囲を限定 し,

これを,(「 指揮監督下の労働」に対する報酬支払と併せて)「人的従属性」「使用従属性」

「使用従属関係」「法律的従属性」等と呼び,あ るいは,民 法上の 「雇用」が使用者の指揮

監督(命 令)下 の労働であるとの理解を前提に,「雇用」=従 属労働,「請負 ・委任」=非

従属労働と位置づけ,労 働法の対象とする労働者を 「雇用」あるいは 「雇用」に類似 した

契約類型で労務を供給する労働者に限定 してきたが,労 働法の対象とする労働者を,供 給

される労務の内容と労務供給方法により,「指揮監督(命 令)下 の労働」を行 う者 に限定す

ることに合理的な理由はない。労働者の基本的判断基準は,「自ら他人 に有償で労務を供給

する者」であることに加えて,「労務の供給を受ける者 と実質的に対等に交渉できない立場

(21)平 成24年 版 『障害者白書」内閣府 前掲書107頁 。毎 日新聞朝刊2012年9月19日 。

(22)川 口美貴2012『 労働者概念の再構成』関西大学出版部14頁 。
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にあること」(交渉の非対等性)に 求められるべきであり,自 ら他人に有償で労務を供給す

る者は,原 則として労働法の対象となる労働者であると解すべきである,と している。

また,就 業形態の多様化から就業の実態で労働法の規制からこぼれ落ちて くる人 々がお

り,保 護 される必要性 と保護 されるべき人間の範囲は法律理念 との相関関係になる。各法

律 によってどういった人たちをどのように保護するかというのは当然違いが出て くる,そ

の範囲で労働者を定義し,適 切な要保護性のある職種や人はどういうものかを広 くすそ野

を広げて考えてい く必要がある(23),と労働者性の再検討が主張 されている。

障がい者 と労働者性 について,2007年5月 の厚生労働省労働基準局長通達(24)によれば,基

本的な考え方 として,労 働基準法第9条 において,「労働者」とは 「事業又は事務所に使用

される者で,賃 金を支払われる者」 と定義 されており,こ の労働者性は下記のように判断

されている。使用従属性があるか否かを労務提供の形態や報酬の労務対償性及びこれらに

関連する諸要素を勘案 して総合的に判断するものである。小規模作業所等における作業に

従事 している障害者の多 くは,当 該作業に従事することを通 じて社会復帰又は社会参加を

目的とした訓練等(以 下 「訓練等」という。)を行 うことが期待 されている場合が多 く,障

害者の労働習慣の確立,職 場規律や社会規律の遵守,就 労意欲の向上等を主たる目的とし

て具体的な作業指示が行われているところである。 このため,こ のような作業については

訓練等を目的としているとしても,使 用従属関係下において行われているか否かを判断す

ることが困難な場合が多い。 このため,小 規模作業所等における事業収入が一般的な事業

場 に比較 して著 しく低い場合には,事 業性を有 しないと判断される場合があることに留意

すること。次 に訓練等の計画が策定 されている場合,① 小規模作業所等において行われる

作業が訓練等を目的とするものである旨が定款等の定めにおいて明らかであり,② 当該 目

的に沿った訓練等の計画(下 記の(1)から(4)の要素が含まれていないものに限る。)が策定

され,③ 小規模作業所等において作業に従事する障害者又はその保護者 との間の契約等に

おいて,こ れら訓練等に従事することの合意が明らかであって,④ 作業実態が訓練等の計

画 に沿 ったものである場合 には,当 該作業に従事する障害者は,労 働基準法第9条 の労働

者ではないものとして取 り扱うこと。訓練等の計画が策定 されていない場合,訓 練等の計

画が策定されていない小規模作業所等において作業 に従事する障害者については,次 の(1)

から(4)のいずれかに該当するか否かを,個 別の事案ごとに作業実態を総合的に判断 し,使

(23)鎌 田 ・島 田 ・池 添 ・水 口 『労 働 者 性 の再 検 討 ～ 判 例 の 新 展 開 と立 法 課 題 ～ 』 季 刊 労 働 法222

号27～54頁 、 吉 田美 喜 夫 「『労 働者 」 とは誰 の こ とか」 日本 労働 研 究 雑 誌525号66～69頁 。 永

野秀 雄 『プ ロス ポ ー ツ選 手 の労 働者 性 」 日本 労 働 研 究雑 誌537号20～22頁 。

(24)http//www.pref。osaka.jp/jigyoshido/jiritu-top/190523-roukigtekiyou.html
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用従属関係下 にあると認あられる場合には,労 働基準法第9条 の労働者であるものとして

取 り扱うこと。(1)所定の作業時間内であって も受注量の増加等に応 じて,能 率を上げるた

あ作業が強制されていること(2)作業時間の延長や,作 業 日以外の日における作業指示があ

ること(3)欠勤,遅 刻 ・早退に対する工賃の減額制裁があること(4)作業量の割当,作 業時間

の指定,作 業の遂行 に関する指揮命令違反に対する工賃の減額や作業品割当の停止等の制

裁があること。

このような通達,見 解 に対 して,障 害者の労働者性は本来認められるべきである,日 本

の障害者就労政策は何 もかも一括 りにして通達一本で処理 しようという乱暴なもので,障

害者 に応 じた保護制度が整備 されるべきである(25),という主張がなされている。

5.障 が い者 とキ ャ リア形成

従来から提唱されているキャリアに関わる見解 と関連 して障がい者のキャリア形成につ

いて考察 しているものとして,下 記のような狩俣説(～267頁)は 重要と考える。

スーパーの提唱するモデルは,個 人の発達段階でのそれぞれの役割やキャリア自己概念

の発達過程を明らかにしており,自 己概念を具体化することで職業を選択する場合に参考

になるものである。 しかし,こ のモデルは障害のある人に直接適用できるとは限らない。

障害のある人は,生 涯の種類や程度によってその発達 も異なり,ま た職業に対する興味や

関心ならびに欲求ないし要求も異なるからである。そして,何 よりも障害のある人々は社

会的なバ リアによって一般の人 々と同じ発達の機会を与えられず,ス ーパーの言 う発達段

階での諸経験をしない可能性が大 きいのである。 ライフ ・ステージに応 じた発達課題を達

成できないことによって障害者 と呼ばれるのである。 したがって,ス ーパーのモデルは一

般の健常者 にとっては有用であるとしても,障 害のある人 々にとっては限られた価値 しか

ないのである。

ホラン ドの理論は,人 のパーソナリティ・タイプと環境のタイプを6つ に分類 し,仕 事環

境の特徴 と個人の特性 との合致があることを明らかにして,キ ャリア ・カウンセ リングや

職業選択で役立てられている。それは,個 々人はそのパーソナ リティ ・タイプと最 も適合

する環境で最 も機能することを示 している。 もしこの理論が想定するように個人 と環境の

適合関係があるとすると,障 害のある人がキャリアを形成するためには,彼 や彼女のパー

ソナ リティ ・タイプに合致する職業ないし職場環境が何かを明らかにする必要がある。ま

(25)高 濱 潔2007「 障害 者 の 『労 働 者 性 」 問 題 の そ の後 」 ラ ポ ール わ ら びNo.1263頁 。
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た障害のある人を取 り巻 く環境がそのパーソナ リティに影響を与えるならば,周 りの人 々

が職業への関心や興味などを喚起 し,キ ャリア形成を支援することが必要である。

E.H.シ ャインは,個 人のキャリア発達過程をキャリア ・アンカーの概念で捉え,組 織 と

個人 との相互作用の過程でキャリアの問題を明らかにしている。 シャインは,個 人のキャ

リア形成を個人の成長,仕 事,家 族の相互作用の過程で捉える。彼によると,人 は,個 人

としての成長 ・発達の欲求,実 行可能なキャリア開発の欲求,満 足な家庭生活を営む欲求

を満たす方法を見つけなければならない。それは,個 人 ・仕事 ・家庭の環境,す なわち①

自己成長のための環境,② 仕事の環境,③ 家庭環境,の 相互作用で実現 される。①は,生

物的社会的ライフサイクルで,人 の成長や能力の頂点を含み,最 後に死 という最終段階に

向かうが,こ の段階にはさまざまな危機や課題がありそれを解決する必要がある。障害の

ある人にとっては,一 般の人々以上に,こ のサイクルでの課題が幼少のときから大 きく,

人生の選択を余儀な くされる。②は,個 人の学習,職 業あるいは組織への生産的貢献を含

み,最 後に引退へ向かう。仕事環境は人生のキャリア発達で重要な領域である。③は,家

庭関係である。キャリア形成では仕事の環境が中心的に考えられる。 しかし,仕 事の選択

では家庭環境 も大 きく影響を与える。仕事にとられる時間や,仕 事場の選択などは家庭の

事情 に左右 されるのである。 このように人は,生 物的社会的成長,仕 事,家 庭の環境でい

ろいろな課題 に直面し,そ れを解決する過程で,成 長,発 達 し,人 生のキャリアを形成 し

てい くのである。キャリア ・アンカーは一般の人 々が職業を選択する場合に重要な示唆を

与えるものである。 しかし,キ ャリア ・アンカーの概念は,障 害のある人のキャリア形成

や雇用 ・就労に直接的に適用できるものではない。一般の人 々と同様に,能 力や動機およ

び価値だけを考慮 して職業の選択ができるならば,障 害者雇用の問題は生 じない。キャリ

ア ・アンカーの概念を障害者雇用で用いることは,雇 用の現場の要請あるいは職務遂行要

件 に合致するように障害のある人に リハビリテーションを行い,障 害を克復 して雇用 ・就

労できるようにする伝統的な職業 リハビリテーションの考え方 と同じ誤 りを犯すことにな

る。 しかしながら,彼 は,就 職を求める人が企業にエントリーし,企 業の中で社会化過程

を経て,最 終的に企業 に定着 し,そ こでキャリアを形成する問題を明らかにしており,こ

れは障害のある人の就労支援でも参考になる。特に障害のある人の雇用における最初の課

題は,社 会化過程への適応 にあり,適 応できるかどうかが職業的キャリア形成の成否を決

あるからである(26)。

(26)狩 俣正雄2012『 障害者雇用と企業経営 共生社会にむけたスピリチュアル経営』明石書店105
～110頁 。
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LS.ハ ンセンは,人 々の人生の多 くの側面を含む統合的人生設計モデル(lntegrative

LifePlanning-ILP)を 示 している。それは,キ ャリア専門家のための設計 された包括的

な概念であり,従 来の個人の特性 と職務の適合性を求める伝統的アプローチから人生行路

の設計に対する全体的アプローチへの移行を表 している。統合的人生設計はキャリア発達

で重要な6つ の課題を示している。ハンセンによると,こ れらの課題はキャリア発達理論

や実践ではほとんど注意を払われなかったが,人 々が将来の設計を行 うときに注意 しなけ

ればならないものである。第1の 課題は,変 化 しつつあるグローバルなコンテクス トでや

るべき仕事を見つけることである。第2の 課題は,自 分の人生を意味のある全体に作 り上

げることである。全体的な人生設計は,心,肉 体,ス ピリット,な らびに社会的,知 的,

肉体的,感 情的発達およびキャリア発達を含んでいる。男性 も女性 も仕事は彼 らの全ての

欲求を満たすことはできないと感 じ始めており,そ して仕事 と他の人生の役割のバランス

を求めている。第3の 課題は,家 庭 と仕事を結合することである。伝統的アプローチは,

自己と仕事の適合を求めるものであり,職 業的選択は個人の問題 というものである。 しか

し,そ の選択は配偶者や家庭 と協力 して生涯にわたって行われる必要がある。第4の 課題

は,多 元主義と包摂性を価値づけることである。人は,人 種や民族,宗 教,年 齢,障 害な

どの多様性を十分 に認識 し理解 し価値づける必要がある。多元的社会で最 も重要な課題は

インクルージョンを達成することである。第5の 課題はスピリチュアリティ(spirituality)

の探求で,そ れはキャリア発達の文献でしばしば欠 けているが,多 くの生活にとって中心

的な課題である。スピリチュアリティはより高い力,自分 自身 よりも大 きなものへの切望,

社会へ返礼する欲求,地 域社会改善のために自分の才能を貢献 し,そ して他者 との連結感

を達成する欲求を意味している。第6の課題は,人の転機や組織片かを管理することである。

これは社会や世界で起 こっている特別の変化,す なわち個人,組 織 社会の変化を理解す

ることである。人 々は新 しい仕事のパターンを実現するためには自分 自身の生活の変革者

でなければならないのである。 このように,ハ ンセンのILPの 目的は,連 結性,全 体性,

地域性を理解することである。それは,単 に職業的なキャリアを考えるのではな く,生 涯

にわたって人生設計をするキャリアを考慮 しており,特 に,従 来のキャリア論で考慮 され

なかったスピリチュア リティの重要性を指摘 して,キ ャリア形成が他の人 々との関係や周

りのものとの連結 も含めて行われなければならないことを示 している。 この点は障害のあ

るなしに関係な く,キ ャリア形成では重要なことである。個 々人の人生の目的や人生の意

味あるいはスピリッ トは彼 らの生活,彼 らの選択,彼 らの職業に大 きな影響を与え,ま た

個 々人が全生活を経験するとき,ス ピリチュア リティを経験するからである。そして何よ
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りも重要なことは,そ れがキャリアを個人 と仕事の適合関係だけで捉えるのではな く,家

族,コ ミュニティ,他 者 との関係あるいは生活上の役割など多 くの分野を含めて,生 涯に

わたる関係で全体的に捉えていることである。 このことは障害のある人のキャリア形成で

は重要なことである。キャリアは,彼 や彼女を取 り巻 く全体的な状況の中でしか形成でき

ないからである(27)。

E.Mシ マ ンスキー らは,ス ーパーやホランドなどの代表的なキャリア理論を検討 して,

それらの理論から障害のある人にも適用できる共通の構成要素を示 している。キャリア発

達の構成要因は,① 個人,② コンテクス ト,③ 媒介要因,④ 仕事環境,⑤ 結果,の5つ で

ある。それらの要因は相互関係にある。①の個人要因は,肉 体的心理的要因である。その

要因は,姓,人 種,肉 体的,精 神的能力,仕 事のコンピテンシー,性 向や限界,関 心,欲

求,価 値などである。障害の側面も一つの個人要因である。 ②のコンテクス ト的要因は,

人の外部 にある個人の状況の側面で,こ の要因はキャリア発達を制約 したり,促 進 したり

する。それは社会経済的地位,家 族,教 育などである。障害のある人に対するアクセス,

サービス,お よび機会の構造 に影響を与える法律,ADA(ア メリカ障害者法)もこの要因に

含められる。③の媒介要因は,人 と環境の関係に影響を与える。媒介要因には個人,社 会,

環境がある。個人的媒介要因は能力や特性,お よび習慣ないし行動パターンについての個

人的信念である。社会的媒介要因には文化的,構 造的要因がある。文化的要因は個人の信

念であり,文 化,宗 教的信念,姓 ないし障害の役割の社会化などである。構造的要因は差

別,ス テレオタイプ,物 理的アクセスの欠如,限 られた機会構造,障 害のある人に対する

態度などである。環境的媒介要因には個人 と環境の相互作用に影響する環境についての信

念である。④の仕事環境要因は,組 織文化,障 害に関連するアクセス,お よび課業要件の

ような仕事の側面である。⑤の結果要因は,他の要因の相互から生 じる行動や地位である。

これらの要因には一致,持 続,満 足,納 得性,終 身在職権,個 人 と環境の調和,組 織の生

産性や競争力がある。結果要因はカウンセ リングや教育的介入の成功の指標 として潜在的

に役立つものである。 このモデルが示 しているのは,障 害のある人のキャリアの結果はそ

れぞれの要因の相互作用 によって決定 されるということである。従来のキャリア論が,主

に個人的要因と環境要因を中心 に論議 しているのに対 して,こ のモデルは媒介要因,仕 事

環境などの要因の相互作用によってキャリアが形成 されることを示 している。すなわち,

障害のある人のキャリア形成は,職 務遂行能力ないし適性 と仕事環境 との適合性だけでは

な く,文 化,社 会,法 的環境,さ らには職場での支援態勢などによって行われるというこ

(27)前 掲 書110～112頁 。
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となのである。

以上のような代表的なキャリア理論ないしモデルに対する見解(前 注112,113頁)と とも

に,さ らに狩俣見解は次のように主張されている。 これらは基本的には仕事に関連するキ

ャリア形成であり,仕 事以外でのさまざまな役割を含めた生活全般に関わるキャリアの問

題は十分 に考慮 されていない。ハンセンのILPは 人生全体の設計に関わっているものの,

障害のある人の地域社会での役割やレジャーを含めた生活全体 としてのキャリア形成は考

慮 されていない。 しかし,一 般の民間企業で就労していない障害のある人にとっては,就

労以外でのキャリア形成の問題 も重要である。生活全体でキャリア形成を捉えようとする

と,生 活の質の問題 との関わりで分析する必要がある。人は障害のあるなしに関係な く,

生活の質を高め有意義な人生を送るためにキャリアを形成するからである(28)。障害のある

人のキャリア形成で大 きな問題は,① 人生早期における経験の不足,② 意思決定の困難,

③否定的な自己概念,で あるといわれる。 これは障害のある人の置かれている状況から生

み出されている。①は,障 害のある人は成人するまでに職業的,社 会的経験が不足するこ

とである。②は,適 切な意思決定のための機会をほとんど与えられないために,十 分な意

思決定能力が身につかないことである。③は,障 害のある人 々に対する社会の姿勢や固定

観念,あ るいは偏見が,① や②を生み出し,障 害のある人が否定的な自己像を形成すると

いうことである。 これらの問題を除去 し,障 害のある人が仕事やその他の社会的役割を果

せるようにすることが障害のある人のキャリア形成の課題である。人は,障 害のあるなし

に関係な く,ス ーパーやシャインのいう人生の発達段階を経て成長発達する。 しかし,障

害のある人は,そ の障害ゆえに健常者 とは異なる生 き方を余儀な くされる。障害のある人

とない人の大 きな違いは,生 活してい くうえでケアや支援を必要 とするかどうかである。

人間は誰でも相互に助け合い支え合 って生 きている。 しかし,障 害のある人の生活は,特

に他者のケアや支えがなければ困難である。 したがって,障 害があるということは,身 体

や精神機能の低下や喪失とは別に,ケ アや支援を必要 とするかどうかにある。そこで,障

害のある人のキャリア形成の問題を検討する場合には,ケ アや支援の問題 も考慮する必要

がある。そして,支 援やケアが必要 ということが障害のある人の基本的課題であり,そ の

ことが彼らや彼女らのライフ ・ステージでもさまざまな問題を生み出すのである,と して

いる(29)○

職業選択理論,キ ャリア ・職業発達の概念から職業 リハビリテーションモデルという障

(28)前 掲 書114頁 。

(29)前 掲 書120～121頁 。
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害者のキャリア形成を考える見解がある。 これは,わ が国では障害者の職業的発達に関す

る関心は,よ うや く研究者の間で芽生えてきている段階にすぎない,障 害者の就業なり雇

用の場の確保 という数的な問題に終始せざるを得ない現実があり,そ の質的配慮は定着率

といった就業継続の確認 にいまだとどまっていると言わざるを得ない,と 指摘する。そし

て,障 害者のQOL(QualityofLife)の 充実が障害者施策の理念 とされる今 日,障 害者の

職業的発達を十全に図るために,障 害者の職業的発達の実態を明らかにすることは必要不

可欠のことと言 ってよい,そ のためには,職 業 リハビリテーションモデルの考察へと,視

点を移す必要があることを強調する(30)。その中で,職 業発達理論はより客観的,組 織的な

職業知識や探索の追求を確保することによって働 く世界に入 ろうとする労働者の啓蒙,啓

発の面で主要な役割を果たしていること及びキャリア計画の樹立は人生の一つのプロセス

であり,尊 重されなければならないことが提起 され,障 害者のキャリア発達について次の

ように述べる。「障害者と非障害者との職業的環境」を「理想環境における職業発達の仮定:

1職 業発達は体系的,系 統的である。2職 業発達は心理学的な影響下にある。3職 業発達

は,文 化 に根 ざしている。4職 業発達は全人的なものである。5人 はキャリアに関して多

くの選択肢を持つ。6職 業行動は発達的である。7職 業発達は選択時にス トレスがある。」

と,「障害環境における職業発達の仮定:1職 業発達は体系的,系 統的なものでな く偶然に

支配 される。2職 業発達は主体的な心理学的生活をあまり持たないため心理学的ではない。

3職 業発達は障害者 にとって重要ではない。4障 害 自体が職業行動を決定する際,個 人の

他の特徴を無視する。5障 害者の職業の選択肢は極めて限定 されている。6障 害者の職業

発達はすべて阻まれ遅れている。7障 害者の職業発達(一 般的発達 と同様)は あらゆる時

点でス トレスが高い。」とを比較すると,障 害環境を打 ち破 ることが障害者の職業的発達を

図るために必要である。

また,伝 統的な職業 リハ ビリテーションは,onejobonepersonplacementmatchと い

うことに重点をおいて説かれる傾向があったが,障 害者の リハビリテーション活動への参

加促進 という,新 しい考えに基づいたモデル設定の試み,す なわち障害者 自身を リハビリ

テーシ ョン計画 の作成か ら実践に積極的に参加 させるべ きだとし,職 業発達Career

Developmentと いう視点を,障 害者の雇用可能性を高あるたあの職業 リハビリテーション

の計画樹立及び実践の重要な枠組みとして考え,障 害者は労働市場や地域社会への適応方

法を探 りながら意志決定と目標設定の方法を学ぶ機会が与えられるべきであり,ま た,職

業情報や職業発達活動を通 じて,自 己能力の育成 と自己の行動に対する責任の受容を促す

(30)道 脇正夫2011『 障害者の職業能力開発 〔改訂新版〕』(社)雇用問題研究会132頁 。
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プログラムの必要性を強調する見解を,職 業 リハビリテーションモデルの最近の傾向とし

て評価する(31)。

次 に,障 害のある人の就労支援を考える場合,そ の個人特性の全体像を階層構造 として

捉え,そ のうえで,障 害のある人の就業に向けた系統的な教育や支援の在 り方を提唱する

見解がある(32)。ここでは,個 人の能力特性を 「疾病 ・障害の管理」「日常生活の遂行」「職

業生活の遂行」「職務の遂行」の4層 からなる階層構造 として捉えている。最 も基底をなす

「疾病 ・障害の管理」や 「日常生活の遂行」にかかわる能力は,地 域の中で日常的な生活を

営むための要件であり,「社会生活の準備性」を構成する。また,「職業生活の遂行」は職

業人としての役割を遂行するために必要な能力である。 これらは就労するための基本的な

要件であることから,「職業生活の準備性」を構成するものとみなしている。最も上層の「職

務の遂行」の能力は,特 定の仕事分野で生産活動に従事するための必須の能力である。 こ

れらのうちで,最 上層の 「職務の遂行」の育成は生産性に直結することから,事 業所の教

育 ・育成訓練の焦点となる。それゆえ,障 害のある人の就労への移行支援に向けた系統的

な準備学習では,特 に,「疾病 ・障害の管理」「日常生活の遂行」「職業生活の遂行」などの

中 ・下層の諸能力 に焦点を当てることが重要である。障害のある人が企業就労に参入する

以前の学校教育や施設訓練では,こ うした諸能力の育成を系統的に行 うことが望ましい。

発達の過程に対応 しながら,段 階的な短期 目標を明示 した系統的なカ リキュラムに従 った

キャリア教育 と訓練が必要なのである。そしてさらに加齢 と就労支援 ということから次の

ように述べる(33)。生涯にわたる変化の規則性に注目することは,キ ャリア発達を捉えるう

えで欠かせない。人は障害の有無にかかわらず,出 生から老齢に至 るまでに,新 生児期,

乳児期,幼 児期,児 童期,思 春期,青 年期,成 人期,老 年期などの発達的な段階の過程を

辿 る。それゆえ,基 本的には,障 害のある人もない人と同様のライフサイクルに従 ってい

るのであり,こ のそれぞれの各段階で,人 は自分の存在を示すために,社 会から期待 され

る役割に応えることと自分の生物 ・心理社会的な欲求との組み合わせを調整 しながら,生

きてい く。だが,加 齢は生物・心理社会的な要求と社会的な期待の双方を変えてゆ くたあ,

ある発達段階で役立 った組み合わせの調整は,次 の発達段階になるとその意味をな くして

しまう。そのたあ,あ らたな発達段階を乗 り切 るには,そ の組み合わせを調整 しなおした

り新たな組み合わせを作 らねばならない。 ライフサイクルにおいて直面する危機 とは,以

(31)前 掲 書136頁 。

(32)松 為 信雄 ・菊 池 恵 美 子 編2006「 職 業 リハ ビ リテ ー シ ョ ン学(改 訂 第2版)」 協 同医 書 出版 社

42～43頁 。 松 為 信 雄2001「 障害 者 の雇 用 促 進 と福祉 の連 携 一リハ ビ リテ ー シ ョ ンを視 点 と して
一」 季 刊 ・社 会 保 障研 究37巻3号220 、221頁 。

(33)松 為 信 雄 ・菊 池 恵 美 子 、 前 掲 書43～47頁 。
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前の社会的な期待と生物 ・心理社会的な要求の組み合わせが役立たな くなった事態に直面

することによって生 じる。 ここでいう人生の危機には,感 情的 ・思考的 ・社会的 ・道徳的

なさまざまな側面があるが,加 齢 とともに社会的に求められる役割の変化が深 く関わって

いることから,広 い意味で予言が可能 とされる。 したがって,障 害のある人のライフサイ

クルから見た危機のパターンを知 ることは,そ の人生で直面することが予想 される危機を

事前 に予測して対処するうえで重要であり,障 害のある人の就業生活を支援する人は,あ

らかじめ予測できる危機を回避 したり事前に対処 しながら支援を進めてい くようなケース

マネジメン トが重要であることを意味する。地域にある社会資源や就労支援機能をつなぎ

合わせることを超えた,予 測されるライフサイクルの危機を回避する視点にたったケース

マネジメン トの必要性を強調する。

6.お わ り に

障害のない人が,キ ャリア形成において自分の興味や能力に基づき,ど のように自分 自

身の人生を生 きるかを選択し決定するか想定 されていても,障 害のある人の人生において

はかなり限定,制 約 され,自 己決定から程遠い状況に置かれていることは否定できない。

したがって障害者問題の基本は,障 害そのものにあるというよりも,障 害のある人のライ

フ ・ステージごとに立 ちはだかる社会的バ リアにあり,そ の解決はバ リアをどのように除

去 し,彼 らや彼女らの欲求や希望を満たすように支援するかということにあるが,従 来,

障害のある人のキャリア形成は,で きないこと,す なわち障害そのものを問題にして,で

きることや可能性,あ るいは興味や特技を活かす方法に基づいて行われなかったことにあ

り,障 害のある人は,そ のエンパワーメントを獲得する支援を含めて,職 業,教 育,ス ピ

リチュア リティ,レ ジャーなどの生活のすべての分野で支援を受 けることで質の高い生活

を送れる。障害のある人のキャリアは,生 活上の役割を遂行するのに必要なエンパワーメ

ン トを高あて,自 立生活ができるように職務遂行能力を開発することで形成 され,職 業上

のキャリア形成では,社 会化過程での支援施策が重要である,と いう指摘(34)は妥当といえ

よう。

一方 ,障 害者基本法は,全 ての国民が,障 害の有無にかかわらず,等 しく基本的人権を

享有するかけがえのない個人 として尊重されるものであるとの理念にのっとり,全 ての国

(34)狩 俣正雄2012『 障害者雇用と企業経営 共生社会にむけたスピリチュアル経営』明石書店130
～131頁 。
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民が,障 害の有無 によって分 け隔てられることな く,相 互に人格 と個性を尊重し合いなが

ら共生する社会を実現するため,障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策に関 し,

基本原則を定あ,及 び国,地 方公共団体等の責務を明らかにするとともに,障 害者の自立

及び社会参加の支援等のための施策の基本 となる事項を定めること等により,障 害者の自

立及び社会参加の支援等のための施策を総合的かつ計画的に推進することを目的 とする

(第1条),と し,そ して,全 ての障害者が,障 害者でない者と等 しく,基 本的人権を享有

する個人としてその尊厳が重んぜられ,そ の尊厳にふさわしい生活を保障される権利を有

することを前提としつつ,全 て障害者は,社 会を構成する一員 として社会,経 済,文 化そ

の他あらゆる分野の活動 に参加する機会が確保 されること,全 て障害者は,可 能な限り,

どこで誰と生活するかについての選択の機会が確保 され,地 域社会において他の人々と共

生することを妨げられないこと,全 て障害者は,可 能な限 り,言 語(手 話を含む。)その他

の意思疎通のための手段 についての選択の機会が確保 されるとともに,情 報の取得又は利

用のための手段 についての選択の機会の拡大が図られることを旨として図られなければな

らない(第3条)と 規定す る。 また,障 害者基本法(昭 和四十五年法律第八十四号)の 基本

的な理念 にのっとり,身 体障害者福祉法(昭 和二十四年法律第二百八十三号),知 的障害者

福祉法(昭 和三十五年法律第三十七号),精 神保健及び精神障害者福祉に関する法律(昭 和

二十五年法律第百二十三号),児 童福祉法(昭 和二十二年法律第百六十四号)そ の他障害者

及び障害児の福祉 に関する法律 と相まって,障 害者及び障害児が自立 した日常生活又は社

会生活を営むことができるよう,必要な障害福祉サービスに係る給付その他の支援を行い,

もって障害者及び障害児の福祉の増進を図るとともに,障 害の有無にかかわらず国民が相

互に人格 と個性を尊重し安心 して暮 らすことのできる地域社会の実現に寄与すること,を

目的とする障害者自立支援法は,2012年6月 「地域社会における共生の実現に向けて新た

な障害保健福祉施策を講 じるための関係法律の整備に関する法律」 と改正,公 布 された。

このように法律の条文上は,全 ての国民が,障 害の有無にかかわらず,等 しく基本的人

権を享有するかけがえのない個人 として尊重される,全 ての国民が,障 害の有無によって

分 け隔てられることな く,相互に人格 と個性を尊重 し合いなが ら共生する社会を実現する,

全ての障害者が,障 害者でない者 と等 しく,基 本的人権を享有する個人 としてその尊厳が

重んぜられ,そ の尊厳 にふさわしい生活を保障される権利を有することを前提 としつつ,

とされ,障 がい者は 「国民」 という「人」の概念に包含 されている。そして,障 害者の雇用

の促進等に関する法律 においてはその基本的理念は,障 害者である労働者は,経 済社会を

構成する労働者の一員として,職 業生活においてその能力を発揮する機会を与えられるも
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のとする(第3条),と されている。経済社会を構成する労働者の一員 として位置づけられて

いる。 しかしながら現実 には,障 がい者は,障 がい者でない者 と等 しく,基 本的人権を享

有する個人 としてその尊厳が重んぜられているかというと疑問なしとしないし,そ の労働

者性は考慮 されていない。 これは,障 がい者が保護の客体,保 護 される者であって人権の

主体 として考えられてこなかったことによるものであり,今 後の課題であるといわざるを

得ない(35)。

障がい者は,「人」であり,基 本的人権を享有する個人であり,障 がいとはすべての人間

がもつ健康状態の連続体 として捉え,障 がい者を他者から区別する特徴 としてではな く,

人間の普遍的な経験 として位置づけられるべきである。つまり障がいは障がい者 という特

定の人 に固定的に捉えられるべきではな く,人 であるならば障がい者になり得 る可能性は

全ての人が有すると考え,そ のキャリア全体に配慮 してい くキャリア ・マネジメントが重

要である(36)。

障害のある労働者 に対する最低賃金の適用除外制度は,障 害者雇用を促進するための制

度 として説明されてきた。 しかし最低賃金法第7条 は,こ れまでの障害者を一律に最低賃

金制度から除外することを廃 し,使 用者が厚生労働省令で定めるところにより都道府県労

働局長の許可を受 けたときは,次 に掲げる労働者については,当 該最低賃金において定め

る最低賃金額から当該最低賃金額に労働能力その他の事情を考慮 して厚生労働省令で定め

る率を乗 じて得た額を減額 した額により第4条 の規定を適用するとし,そ の1号 において精

神又は身体の障害 により著 しく労働能力の低い者を挙げている。 これはどのように考えら

れるべきか。「障害のある人」は 「障害のない人」とは 「異なっている」のだから,障 害を

理由とした別異取扱いは 「合理的区別」であるという平等論に基づ く対応 ということがで

き,は たして妥当かという問題を生ぜ しめる(37)。一方において,障 害を理由とする差別禁

(35)こ れに対 し、個々人の障害か ら発生する、具体的な職業的 ・社会的ハンディキャップの度合
いや内容の適正な評価が重要で、この評価に基づいて、個々の障害者にその職業的 ・社会的ハン

ディキャップにふさわしい積極的支援を保障していくことこそが障害者の労働権保障という観

点からは求められてくる、とする見解がある。竹中康之2000「 障害者雇用の法的課題 一割当雇用

制度に焦点を当てて」修道法学第22巻1・2号329頁 。 しかしながら、障がい者の労働者性を肯

定 し人権の主体性を全面に出すことがまず重要であると考えるべきではなかろうか。

(36)こ の点については、高年齢者の雇用促進と社会の持続的発展のため重要であると主張されて

きたことではある。高木朋代2009「 高年齢者雇用の進展 と社会の発展 一長期的視点に立 った人の

育成 と活用に向けて」『社会保障と経済1』 宮島洋、西村周三、京極高宣編 東京大学出版会211、

212頁 。

(37)最 低賃金の適用除外制度は企業にとって好都合な差別的雇用管理を合理化する役割を果た し

てきた、 と批判する見解がある。矢嶋里絵1990「 障害者の労働権保障の現状 と課題(二 ・完)」早

稲田大学院法研論集54号274、275頁 。 これに対し、その能力に応 じた賃金が保障されるべきで

あろうから、障害者を一律に最低賃金制度から除外することを廃したことは支持される、との見

解がある。山田省三2009「 障害者雇用の法理～その基礎理論的課題～」季刊労働法225号27頁 。
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止 を基軸 においた法制 として,ア メ リカで は障害 を もつ ア メ リカ人 法Americanswith

DisabilitiesActof1990,イ ギ リスでは障害者差別禁止法DisabledDiscriminationActof

1995が あ り,フ ラ ンスで は 「障害及び健康状態を理 由 とす る差別を禁止 す る1990年7月12

日の法律」が制定 されて いる(38)。ドイツにおいてはEUの 就 業に関す る枠指令20001781EC

の影 響 を受 けた規 定を制定 し,差 別禁止法制へ とその性格を変えてい るといわれ る(39)。障

害者 差別禁止法 は,原 則 として,職 務遂行能力 を持 つ障害者 に対 して,障 害 を理 由に差別

す ることは禁止 す るが,そ の能力 の低 さを理 由 として不利益取扱 いをす ることは差 し支 え

ない。 ただ し,合 理的配慮(reasonableaccommodation)を しな いことが差別で ある,と さ

れて いる(40)。わ が国 において は,障 害者基本法第4条 第1項 で,何 人 も,障 害者 に対 して,

障害 を理 由 として,差 別す ることその他 の権利利益 を侵害 す る行為 を してはな らない,と

し,第2項 で,社 会 的障壁の除去 は,そ れを必 要 と して いる障害者 が現 に存 し,か つ,そ

の実施 に伴 う負担が過 重でない ときは,そ れを怠 ることに よって前項 の規定 に違反 す るこ

ととな らない ようその実施 について必要 かつ合理 的な配慮 がな されな ければな らない,と

規定 す る。 別異取 扱いの 「合理 的区別」 と合理 的配慮 とを どの ように考 え位 置づけ るべき

か,議 論 しな ければな らない問題 であ る(41)。

な お,従 来 よ り論議 されて きた障害 は身体的障害,精 神 的障害(42)が主 であ ったが,昨 今

は発達 障害 とい う障害 も注 目され るところであ る。 た とえば,キ ャ リア形成 が問題 にな っ

た事件 ではないが,発 達 障害 とい う障害 に関す る案件 で,発 達 障害 を もった男性 が実姉 を

殺 害 した事件 について注 目すべ き判決(大 阪地 判2012年7月30日)が 出 された。検察官 の求

刑(懲 役16年)を 上 回る懲役20年 の判決 を言 い渡 し,検 察 官の求刑 を超 え る量刑 を した理

由 として,被 告人 が十分 に反省 す る態度 を示 す ことがで きない ことにはアスペルガー症候

(38)永 野仁美2011「 フランスにおける障害差別禁止の動向 一HALDE勧 告 に見る 「適切な措置」

概念の分析 一」季刊労働法235号30頁 。

(39)小 西啓文2011「 ドイツ障害者雇用政策における合理的配慮論の展開」季刊労働法235号14

頁。

(40)長 谷川珠子2011「 障害者差別禁止法における差別概念 一合理的配慮の位置付け 一」日本労働

法学会誌118号77頁 。 わが国の障害者の雇用の促進等に関する法律に、障害者差別禁止法など

の権利を保障する仕組みを採用すべき、との見解もある。長江亮 「障害福祉サービスと社会参加」

『社会保障と経済3」 宮島洋、西村周三、京極高宣編 東京大学出版会208頁 。

(41)障 害者を個別的に集団的に捉え、その取扱いを法的に均衡のとれた処遇措置へと再編 し、障

害者を保護の対象として把握 し人権 という枠組みには拘泥されない、従来型の政策的な判断枠組

みから脱却するために、広範囲で総合的な蓄積を踏まえた展望がなされなければならない、と主

張する見解がある。野村晃2010「 障害者の労働権 と雇用における均等処遇」「日本福祉大学研究

紀要 一現代 と文化』第121号67頁 以下。

(42)精 神 障害者には在職中に障害を持つに至る者(採用後障害者)が少な くない、との指摘がなされ

るとともに、他の障害 とは異なる特別な配慮を要する、と考えられることが多い。小西啓文2009

「日本における障害者雇用にかかる裁判例の検討」季刊労働法225号80頁 。春田吉備彦2004「 職

場における精神疾患者をめぐる法的諸問題の検討」労働法律旬報1576号42頁 。竹中康之2004

「障害者の雇用支援策の現状 と課題」労働法律旬報1586号10頁 。
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群の影響があり,通 常人 と同様の倫理的非難を加えることはできないとしながら,十 分な

反省のないまま被告人が社会 に復帰すれば同様の犯行に及ぶことが心配 され,社 会内でア

スペルガー症候群 という障害 に対応できる受 け皿が何 ら用意 されていないし,そ の見込み

もないという現状の下では更 に強 く心配 される,と した。そのうえで,被 告人 に対しては,

許 される限り長期間刑務所 に収容することで内省を深めさせる必要があり,そ うすること

が,社 会秩序の維持にも資するとして,検 察官の求刑を超える上記の量刑を行 った。 これ

に対 し,大 阪弁護士会は,会 長談話(2012年8月7日)と して次のような見解を発表した。同

判決には,少 な くとも看過することのできない2つ の重大な問題点,第1に,刑 法の責任

主義の原則に反する点,第2に,発 達障害の障害特性及び発達障害者支援法の趣 旨への無

理解 に基づき,発 達障害者 に対する偏見,差 別を助長するおそれがある点を指摘すること

によって,各 方面において発達障害の正 しい理解を深めることを求め,ま た,発 達障害者

が社会経済活動 に参加することに協力することは国,地 方 自治体のみならず国民の責務で

もあることを確認 し,さ らに,発 達障害者が 「自分は大切にされている」 と思える社会の

形成に寄与 していくことを決意するとした。同じように,日 本児童青年精神医学会や(社)

日本社会福祉士会も障害者特性の理解に疑問を感 じるとともに障害者への偏見につながる

ことが懸念 される,と いう声明を出している。 この案件は刑事事件であり,キ ャリア形成

と直接に関わるものではない。 しかしながら,発 達障害者支援法が,発 達障害者の心理機

能の適正な発達及び円滑な社会生活の促進のために発達障害の症状の発現後できるだけ早

期 に発達支援を行 うことが特 に重要であることにかんがみ,発 達障害を早期に発見 し,発

達支援を行 うことに関する国及び地方公共団体の責務を明らかにするとともに,学 校教育

における発達障害者への支援,発 達障害者の就労の支援,発 達障害者支援センターの指定

等について定めることにより,発 達障害者の自立及び社会参加に資するようその生活全般

にわたる支援を図り,も ってその福祉の増進に寄与することを目的,と して制定 されてい

るにも拘 らず,上 記談話や声明に指摘 されているように,本 判決は,発 達障害 という障害

特性 に対する正 しい理解 に基づ くものであるとは言い難い。

発達障害者支援法 において 「発達障害」 とは,自 閉症,ア スペルガー症候群その他の広

汎性発達障害,学 習障害,注 意欠陥多動性障害その他 これに類する脳機能の障害であって

その症状が通常低年齢 において発現するものとして政令で定めるものをいい,「発達支援」

とは,発 達障害者 に対 し,そ の心理機能の適正な発達を支援 し,及 び円滑な社会生活を促

進するため行 う発達障害の特性に対応 した医療的,福 祉的及び教育的援助をいう。また,

就労支援として第10条 第1項 で,都 道府県は,発 達障害者の特性に応 じた適切な就労の機
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会の確保 に努あなければならない,と 規定 されている。障がい者のキャリア形成において

も,発 達 障害 に対 す る正 しい理解 に基 づ き検討 されな ければな らない(43)。

以 上,こ れ までのキ ャ リア論,キ ャ リア形成 に関わ る議論 に,障 がいの新 たな概念 や労

働者性の問題を包含 し,障 がいのある人,障 がいのない人の平等 とは何かを考察の要素 と

す ることの重要性 とともに,障 がい者 の主体性 を強調 したい と考 え る(44)。
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